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Ⅱ 本論 

第１章 高知市の障害のある人の現状 

 

１－１ 身体障害者 

 

身体障害者手帳取得者年齢階層別年次推移  

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年３月 31 日現在の身体障害者手帳取得者数は，13,790 人で，そ

のうち 64.6％(8,917 人)は高齢者であり，介護保険サービスの対象となり

うる方でもあります。 

障害福祉サービスへの影響が大きいと考えられる 65 歳未満の取得者数

は，平成９年で 5,013 人，平成 18 年で 4,873 人であり，伸びはみられま

せん。 
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12,829

※ 平成 12 年から 15 年にかけての障害者の減少は，平成 12年から 13年にかけ

て住民基本台帳における死亡者及び転出者を統計から除くよう変更したため 
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障害種類別年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害種類別の割合は，平成 9 年～18 年の間，肢体不自由が約 55％を占

め，変動はみられません。 
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※ 平成 12 年から 15 年にかけての障害者の減少は，平成 12年から 13年にかけ
て住民基本台帳における死亡者及び転出者を統計から除くよう変更したため 
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内部障害内訳 
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１－２ 知的障害者 

療育手帳取得者数（年齢別・判定別人数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年３月 31 日現在の 65 歳未満の療育手帳取得者は 1,744 人です。 
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（　）内は平成15年３月31日現在の取得数
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１－３ 精神障害者 

精神保健福祉手帳取得者数年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年３月 31 日現在の精神保健福祉手帳取得者数は 1,137 人です。 

 

通院医療費公費負担対象者数年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年３月 31 日現在の通院医療費公費負担対象者数は 3,551 人です。 
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第２章  高知市における障害福祉サービスの現状と課題 

 

 

２－１ 高知市障害者計画（平成 16～20 年度）の数値目標の進捗状況 

  全般に，順調に整備されてきています。 

施設サービス      
  

国目標 

（平成 19年） 

  

市指標 

（国人口比換算） 

計画策定時 

（平成 15年 

４月） 

数値目標 

（平成 20年） 

 

平成 18 年 

４月 

身体障害者 

療護施設 
－ － － 40人分 

身体 
約 1,200 人分 

 約 4人分 
20人分 45人分 20人分 

福祉 

ホーム 
精神 

約 4，000人分 

 約 10人分 
23人分 － 23人分 

身体 

知的 

約 65,800 人分 

 約 171人分 

188人分 

身体 99人分 

知的 89人分 

273人分 

204人分 

(小規模を

除く) 通所 

授産施設 

精神 
約 7,200 人分 

 約 19人分 
25人分 50人分 

30人分 

(小規模を

除く) 

福祉工場 － 0人分 20人分 0人分 

精神障害者 

生活訓練施設 

（援護寮） 

約 6,700 人分 

 約 17人分 
49人分 － 47人分 

心身障害者 

通所作業所 
－ 178人分 － 317人分 
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在宅サービス 

国目標 

（平成19年） 

  

 市指標 

（国人口比 

換算） 

計画策定時 

（平成 15年 

４月） 

 数値目標 

（平成20

年） 

平成 18 年４月 

約 56,700人  

約 147人 身体 

知的 

児童 
  

489 人（高齢と兼任） 

県登録ヘルパー数 

視覚ガイド467 人 

全身性ガイド210人 

(平成15 年 8月) 

100 人 

（障害者に

対応できる 

ヘルパー数 

として） 

○養成研修事業者指定 

 視覚ガイド４か所 

 全身性ガイド５か所 

〇養成人数 

視覚ガイド331 人 

全身性ガイド259人 

約 3,300 人 

ヘルパー 

精神 
約 9 人 

 

105 人（高齢と兼任） 
100 人 約 100人分 

  約 1,600 か所  

デイサービス 

(身体・知的) 

約 4 か所 3 か所 

（身体79名知的 9 名） 
2 力所 

身体５か所，知的７か所 

 

 

 

約 5,600 人分  

身体 

知的 

児童 

約 15 人分  48 人分 

身体 26 人分 

※内 20 人高齢と兼任 

 知的14人分 

児童 13 人分 

15人分 

身体３か所 

知的４か所 

児童３か所 

ショー

トステ

イ 

精神 － ３人分 － ３人分 

約 11,000人分  
障害児通園 

（児童デイ 

サービス）事業 

約 29 人分 5 人分 

別途ひまわり園 

20人分 

30人分 

64人分（８か所） 

※内特区：15人分 

（３か所） 

重症心身障害 

児（者） 

通園事業 

約 280か所 

約 1 か所 

0 か所 

2 カ所 １カ所（５名） 

知的 
約 18,400人分 

 約 48 人分 

60人分 
100 人分 93人分（21 か所） グルー

プホー

ム 精神 
約 12,000人分 

 約 31 人分 

37人分 
40人分 71人分（14 か所） 



15 

 

 

 

 

地域生活支援等  

国目標 

（平成 19年） 

  

 市指標 

（国人口比換算） 

計画策定時 

（平成 15年 

４月） 

 数値目標 

 

平成 18年 

４月 

精神障害者地域 

生活支援センター 

約 470か所 

 約 1か所 

3か所 
－ 3か所 

身体障害者生活 

支援センター 

－ 2か所 
－ 2か所 

知的障害者地域生活 

支援センター 

－ １か所 
－ 

１か所 

障害者就労・生活 

支援センター 

－ １か所 
－ 

１か所 
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２－２ 障害福祉サービスの利用状況 

  施設サービス（入所）       平成 17 年 10 月１日現在 

種別 施設種別 利用者実数（人） 

身体 更生施設 ４ 

 療護施設 １３２ 

 授産施設 １８ 

知的 更生施設 １８７ 

 授産施設 ２２ 

精神 授産施設 ０ 

合計  ３６３ 

 

 

 

 

 

平成 17 年 10 月１日現在の施設入所者数は，３６３名です。 
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在宅サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

l 居宅介護（ヘルパー）は，ほぼ横ばいです。 

l デイサービスは，実施施設数が増えていないため，増加傾向はみられ

ません。 

l 短期入所（ショートステイ）は，総量が少ないために一人の利用増減

で実績が変わりますが，平均するとほぼ横ばいです。 
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知的障害
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l 居宅介護（ヘルパー）は，ほぼ横ばいです。 

l デイサービスは緩やかな増加傾向です。 

l 短期入所（ショートステイ）は全体に横ばいです。 
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l 居宅介護（ヘルパー）は，ほぼ横ばいです。 

l デイサービスは急増しています。市内の事業所の新規開設や特区デイ

サービスの増加によるものです。 

l 短期入所（ショートステイ）は横ばいです。 
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l 居宅介護（ヘルパー）は，利用者が固定しており，ほぼ横ばいです。 

l ショートステイは，利用者が固定しており，家族等の状況により，利

用頻度の増減がありますが，横ばいです。 
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２－３ 障害福祉サービスの課題 

 

(1) 入所施設の新体系への移行 

 

(2) 身体障害・知的障害の施設入所者が地域生活へ移行するための支援

体制整備（地域生活移行に向けた生活訓練のシステム，ヘルパー等の

生活支援サービス，就労への支援体制，グループホームやケアホーム

を含む居住場所の確保，地域住民への啓発） 

 

(3) 精神障害者の退院促進のための支援体制整備（グループホーム・ケ

アホーム等の居住系サービスの確保，生活訓練のための施設整備，シ

ョートステイの確保，地域住民への啓発） 

 

(4) 一般就労・福祉就労の促進 

 

(5) 小規模作業所（法定外事業）の法定化への移行支援 

 

(6) 三障害の制度一元化に伴う相談等の体制整備 

 

(7) 利用者１割負担による低所得者への対策 
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第３章 基本理念 

 

本計画は，高知市障害者計画の基本理念を踏襲します。 

高知市障害者計画では，「それぞれのライフステージに沿って夢や希

望を実現するための支援体制を構築し，自分の力だけでは乗り越えるこ

とが難しい壁を取り除いていきます（バリアフリーの推進）。そして障

害の有無にかかわらず同じまちに住む市民として，一人ひとりがお互い

にいきいきと輝いて暮らせるノーマライゼーションの理念を実現しま

す」という基本理念を掲げています。 

 

市民一人ひとりが支え合い，いきいきと輝いて暮らせるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夢や希望の実現を支援するため

の体制の構築 
・ライフステージに沿った支援 

バリアフリーの推進 

・ 障害についての正しい理解 

・ あんしんして暮らせるまち

ノーマライゼーションの理念の実現 

～いきいきと輝いて暮らせるまち～ 

国が掲げる障害福祉計画の基本的理念 

（１）障害者の自己決定と自己選択の尊重 

（２）市町村を基本とする仕組みへの統一と三障害の制度の一元化 

（３）地域生活移行や就労支援等の課題に対応したサービスの基盤整備 
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第４章 基本方針 

 

  （１）障害福祉サービスの新体系への円滑な移行の推進 

   利用を希望する障害のある人が，適切な訪問系サービス・日中

活動系サービス・居住系サービスを利用して，その人らしい地

域生活が送れるように，各種サービスの新体系への円滑な移行
を進めます。 

特に，小規模作業所について，より安定した運営ができるよ

う法定サービスへの移行を支援します。 

 

 

（２） 入院・入所中の障害のある人の地域生活への移行支援体制整備 

       地域における居住の場として，共同生活援助（グループホー

ム）や共同生活介護（ケアホーム）の充実を図ります。 

生活介護等の介護給付，自立訓練等の訓練等給付，地域生活

支援事業の実施により，入所・入院から地域生活への移行を支
援します。      

        地域生活移行のための相談支援の体制整備を検討します。 

 

 

（３） 就労支援の強化 

就労移行支援事業等の推進により，福祉施設から一般就労へ

の移行を進めるとともに，福祉施設における雇用の場を拡大し

ます。 

就労関係機関のネットワークづくりを支援します。 

 
 

 

   （４） 情報のバリアフリーの推進 

       障害のある方の社会参加促進の観点から，情報のバリアフリ
ーの推進に向けた事業を検討します。 
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第５章 平成 23 年度の数値目標 
 

（１）入所施設の入所者の地域生活への移行 

   平成 17 年 10 月１日現在の施設入所者数は 363 名です。このうち，１

割（37 名）以上が平成 23 年度末までに地域生活に移行することを目指

します。これに合わせ，施設入所者数は国目標の７％(26 名)を上回る、

9.4％(34 名)以上削減する見込みとします。 

項目 数値 

現在の入所者数（Ａ）平成 17 年 10 月１日現在 ３６３人 

削減見込み数（Ｂ）   ３４人以上 

【目標値】平成 18～23年度地域生活移行総数       ３７人以上 

【目標値】平成 23年度施設入所者数(Ａ－Ｂ)    ３２９人以内 
 

（２）入院中の精神障害者の地域生活への移行 

平成 18 年８月現在の入院患者のうち，受け入れ条件が整えば退院可

能な精神障害者は２３３名（県内５５７名）です。国は，平成 24 年度

末までに退院可能精神障害者の解消を目指しており，本市としても 23

年度までに約２００名の地域生活への移行を目指します。 

    

 

 

 

（３）福祉施設から一般就労への移行  

福祉施設から一般就労に移行する者は，平成 15～17 年度実績による

と年平均８．６名です。平成 23 年度には，１年間に３４名（現状の４

倍）の移行を目指します。 

また，福祉施設利用者のうち，１割は就労移行支援事業を利用すると
ともに，就労継続支援利用者のうち８％は雇用型を目指します。 

   

 

 

項目 数値 

現在（平成 18 年８月１日）    １３７２人 

【目標値】減少数     ２００人 

項目 数値 

現在の年間一般就労移行者数      ８．６人 

【目標値】年間一般就労移行者数     ３４人 



25 

第６章 指定障害福祉サービス等 

 

６－１ 新体系の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○専門性の高い相談支援　　○広域的な対応が必要な事業　　○人材育成　　等

介護給付（介護の支援を行います）
●居宅介護（ホームヘルプ）
 （自宅で入浴，排泄，食事の介護等を行
う）
●重度訪問介護
（重度の肢体不自由者で常に介護を必要と
する人に，自宅で入浴，排泄，食事の介
護，外出時における移動支援などを行う）
●行動援護
（自己判断能力が制限されている人が行動
するときに、危険を回避するために必要な
支援を行う）
●重度障害者包括支援
（介護の必要がとても高い人に，複数の
サービスを包括的に行う）
●児童デイサービス
（障害児に，日常生活における基本的な動
作の指導，集団生活への適応訓練等を行
う）
●短期入所（ショートステイ）
（自宅で介護する人が病気の場合などに短
期間，施設等で入浴，排泄，食事の介護等
を行う）
●療養介護
（医療と介護が常時必要な人に，医療機関
で機能訓練，療養上の管理，看護，介護及
び日常生活の世話を行う）
●生活介護
（常に介護を必要とする人に，昼間，入
浴，排泄，食事の介護等を行うとともに，
創作的活動又は生産活動の機会を提供す
る）
●施設入所支援
（施設に入所する人に，夜間や休日，入
浴，排泄，食事の介護等を行う）
●共同生活介護（ケアホーム）
（夜間や休日，共同生活を行う住居で，入
浴，排泄，食事の介護等を行う）

訓練等給付（訓練等の支援を行
います）
●自立訓練
（自立した日常生活又は社会生
活ができるよう，一定期間，身
体機能又は生活能力の向上のた
めに必要な訓練を行う）
●就労移行支援
（一般企業等への就労を希望す
る人に，一定期間，就労に必要
な知識及び能力の向上のために
必要な訓練を行う）
●就労継続支援
（一般企業等への就労が困難な
人に，働く場を提供するととも
に，知識及び能力の向上のため
に必要な訓練を行う）
●共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）
（夜間や休日，共同生活を行う
住居で，相談や日常生活上の援
助を行う）

自立支援給付

障
害
児
・
者

●相談支援（関係機関との連絡調整，権利擁護） ●地域活動支援センター
                                          (創作的活動，生産活動の機会提供，社会との交流促進等）
●コミュニケーション支援（手話通訳派遣等）　 ●福祉ホーム
●日常生活用具の給付又は貸与　　　　　　　　 ●居住支援
●移動支援　　　　　　　　　　　　　        ●その他の日常生活または社会生活支援

都道府県

援　支

自立支援医療
●（旧）更生医療
●（旧）育成医療※
●（旧）精神通院公費※
※実施主体は都道府県等

補装具

地域生活支援事業
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６－２ 指定障害福祉サービス等の見込み量 

 

●指定障害福祉サービス(介護給付）     

   １８年度 １９年度 ２０年度 ２３年度 単位 

 居宅介護 5,680 5,680 5,680 5,680 時間分/月 

 重度訪問介護          

 行動援護          

 重度障害者等包括支援          

 児童デイサービス 360(15) 456(19) 480(20) 552(23) 人日分/月 

 短期入所 185 188 191 200 人日分/月 

 療養介護 2 2 2 150 人分/月 

 生活介護 924(42) 924(42) 1,716(78) 8,470(385) 人日分/月 

●指定障害福祉サービス(訓練等給付）    

 自立訓練（機能訓練） 44(2) 44(2) 66(3) 178(8) 人日分/月 

 自立訓練（生活訓練） 109(4.99) 185(8.414) 432(19.654) 776(35.787) 人日分/月 

 就労移行支援 417(18.972) 589(26.796) 692(31.476) 1,490(67.77) 人日分/月 

 就労継続支援（Ａ型） 0 99(4.54) 141(6.448) 610(27.74) 人日分/月 

 就労継続支援（Ｂ型） 2,486(113) 2,772(126) 4,510(205) 8,822(401) 人日分/月 

●指定障害福祉サービス（居住系）     

 共同生活援助（グループホーム） 94 111 118 256 人分/月 

 共同生活介護（ケアホーム） 28 30 34 57 人分/月 

 施設入所支援 1 1 50 329 人分/月 

●指定相談支援      

 相談支援 7 9 9 13 人分/月 

※ 「人日分」とは，１ヶ月の延べ供給量を示す単位で，日中活動系サービスは 22 日

／月（児童デイサービスは実績を勘案し，24日／月）で算定しています。 

（ ）内は，１日あたりの利用実数を示しています。 
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● 指定障害福祉サービス（介護給付） 
居宅介護・重度訪問介護・行動援護・重度障害者等包括支援（ホームヘルプ） 
平成 15 年～18 年（精神は平成 14 年～17 年）の障害種別毎の利用時間数と利用者数
（精神は平成 17 年～18 年）の伸びに，地域生活移行者の利用量を見込んで算出しまし
た。 
児童デイサービス 
平成 17年 10 月～18 年 7 月の利用実績の伸びより算出しました。平成 18 年 10 月か
ら利用対象が拡大されることも見込んでいます。 
短期入所 
平成 15 年～18 年（精神は平成 14 年～17 年）の障害種別毎の利用日数の伸びより算
出しました。今後もほぼ同数で推移すると推定しています。 
療養介護 
平成 18 年度～20 年度までは，進行性筋萎縮症者療養等給付事業決定者数を計上し
ました。重症心身障害者施設が平成 20年度に児童施設見直しにより新体系に移行する
こととし，21年度以降に合算しました。 
生活介護 
平成 18 年 11 月実施の県移行希望調査結果より，県内の各施設ごとに現在の高知市
利用者数で定員を按分し，高知市比を算出しました。それに，デイサービスセンター
のうち生活介護移行数と介護保険のデイサービスの相互・特区利用による現状の利用
者平均等を合算しました。さらに，県外施設利用者分を合算しています。 
 
 
 
● 指定障害福祉サービス（訓練等給付） 
自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
  平成 18 年 11 月実施の県移行希望調査結果より，県内の各施設ごとに現在の高知市利
用者数で定員を按分し，高知市比を算出しました。それに，介護保険のデイサービスの
相互利用による現状の利用者平均等を加算しました。さらに，県外施設利用者分を合算
しています。 
就労移行支援 
平成 18 年 11 月実施の県移行希望調査結果より，県内の各施設ごとに現在の高知市
利用者数で定員を按分し，高知市比を算出しました。さらに，県外施設利用者分を合
算しています。 
就労継続支援（Ａ型・Ｂ型） 
平成 18 年 11 月実施の県移行希望調査結果より，県内の各施設ごとに現在の高知市
利用者数で定員を按分し，高知市比を算出しました。それに，県外施設利用者分を合
算しています。 
 
 

指定障害福祉サービス等の見込み量は，次のように算出しました 
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● 指定障害福祉サービス（居住系） 
施設入所支援 
平成 18 年 10 月１日現在の決定者数に，平成 18 年 11 月実施の県移行希望調査結果
より，県内の各施設ごとに現在の高知市利用者数で定員を按分し，高知市比を算出し
たものを合算し，さらに県外施設利用者分を合算しています。療養介護は除きます。 
共同生活援助・共同生活介護 
平成 18 年度分は，平成 18 年６月現在の実績数値です。19 年・20 年度は，平成 18
年 10 月１日現在の決定者数に，平成 18年 11月実施の県移行希望調査結果より，県内
の各施設ごとに現在の高知市利用者数で定員を按分し，高知市比を算出しました。23
年度には，精神病院による退院支援施設および共同生活援助・共同生活介護の設置促
進による増加分を 100人分見込みました。 
 
 
● 指定相談支援 
指定相談支援 
障害種別毎のサービス調整会議開催実績等に地域生活移行分を合算して算出しまし
た。 
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第７章 地域生活支援事業の見込み量 

 

７－１ 事業一覧 
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（１）相談支援事業

① 相談支援事業

ア　障害者相談支援事業 6 6 6 6

イ　地域自立支援協議会 1 1 1 1

ウ　障害児等療育支援事業

② 市町村相談支援機能強化事業 1 1 1 1

③ 住居入居等支援事業 0 0 1 1

④ 成年後見制度利用支援事業 1 1 1 1

（２）コミュニケーション支援事業

① 手話通訳者派遣

② 要約筆記者派遣

③ 手話通訳設置

（３）日常生活用具給付等事業　　　　　　　

① 介護・訓練支援用具

② 自立生活支援用具

③ 在宅医療等支援用具

④ 情報・意思疎通支援用具

⑤ 排泄管理支援用具

⑥ 居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

42 44 46 50280（４）移動支援事業(個別支援型）

事　業　名

22

120

15

995

5223

23

132

34

151

2141

22

142

36

163

１８年度

利用
見込
み
者
数

実施
見込
み個
所数

28

137

150

31

1000

１９年度

実施
見込
み個
所数

利用
見込
み
者
数

20年度

利用見
込み
者 数

実施
見込
み個
所数

31

1000

150

23年度

実施
見込
み個
所数

利用
見込
み
者
数

32

160

4135

2927

183

5875

26

5022

157

290 300

150

31

1000

年間実績

330

 

 

７－２ 地域生活支援事業の見込み量 
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（５）地域活動支援センター

① 基礎的事業 27 27 27 27

② 機能強化事業

ア　Ⅰ型 3 3 3 3

イ　Ⅱ型 1 1 1 2

ウ　Ⅲ型 3 3 5 6

① 福祉ホーム事業 1 1 1 3

② 訪問入浴サービス事業 2 2 2 2

③ 身体障害者自立支援事業 1 1 1 3

④ 生活支援事業（生活訓練等事業）

⑤ 日中一時支援事業

⑥ 生活サポート事業

⑦ 社会参加促進事業

ア　スポーツ・レクリエーション教室開催等事業

イ　芸術・文化講座開催等事業

ウ　点字・声の広報等発行事業

エ　奉仕員養成研修事業

  (ア)　手話奉仕員

　(イ)　点訳奉仕員

オ　自動車運転免許取得・改造助成事業

520 520

450

584

20

160

20

450

584

17

160

20

20

160

20

520

450

584

20

160

20

520

450

584

4

415

20

4

20

20

事　業　名

１８年度

利用
見込
み
者
数

実施
見込
み個
所数

１９年度

実施
見込
み個
所数

利用
見込
み
者
数

20年度

利用見
込み
者 数

実施
見込
み個
所数

23年度

実施
見込
み個
所数

利用
見込
み
者
数

（６） その他の事業

4

20

345 350

4

20

4

20

355

4

415 415

370

4

37

4

37

415
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第８章 障害福祉サービスを円滑に実施するための方策  
 

８－１ 見込み量確保のための方策および計画 

障害福祉サービスの見込み量は，現状と事業者の移行希望アンケート調

査（平成 18 年 11 月高知県実施）の結果を基に，「第５章 平成 23 年度

の数値目標」を踏まえて算出しました。 

このうち，共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホー
ム）は，平成 23 年度 313 人分を見込んでいますが，移行希望アンケート

調査の結果では 213 人分しか確保されておらず，現時点では 100 人分が不

足しています。 

 今後，共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）

の数を増やすために，本計画の内容等について事業者に情報提供を行いま
す。また，小規模作業所の法定サービスへの移行支援も実施します。これ

らにより，見込み量の確保について計画的に取り組みます。 

 

 
８－２ 地域生活への移行支援 

 現在入院・入所している障害のある人が，地域生活へ移行するための支

援体制の構築に向けて，各種サービスの充実・実施とあわせて，移行を希

望する人への支援をモデル的に行います。 

 
 

８－３ 地域住民への理解促進 

 障害のある人がグループホーム等を利用して地域での生活をすることが

できるように，地域住民への啓発を行います。 
 具体的には，小学校でのふれあい体験学習といった取り組みの他，様々

な障害についての広報や職場研修への支援等，より効果的な啓発の方法を

検討していきます。 

 

 
８－４ サービスの質の確保と向上 

 障害特性や疾病（難病等）に応じたきめ細かなサービスの提供ができる

ように，行政と事業者間の連携および各事業者間の連携を図るとともに，

研修や障害福祉サービスの改善に関する指導・助言を実施することにより，
サービスの質の確保と向上に努めます。 
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障害者相談支援事業所

（６ヵ所）

障害者相談支援事業所

（身体２ヵ所）

障害者相談支援事業所

（知的１ヵ所）

障害者相談支援事業所

（精神３ヵ所）

相談の受付・情報提供

地域

住民

家族障害

者

専門的な相談・

サービス利用調整

元
気
い
き
が
い
課

健
康
づ
く
り
課

統括

調整

種別に関わらず相談を受付

引継

 
 

 

８－５ 福祉サービスに関する情報の提供 

 障害福祉サービスの適切な利用を促進するため，制度の内容について市
民に周知を図るとともに，利用者がサービス事業者を選定するために必要

な情報提供を行います。  

 

 

８－６ 相談支援体制 
 市内の障害者相談支援事業を，障害のある人本人だけでなく家族や地域

住民等，誰からでも気軽に相談を受ける窓口として広く周知し，機能を充

実していきます。 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 
 
 
相談の受付や情報提供については，障害種別に関わらず全ての障害者相談
支援事業所で実施しています。実際の各障害種別ごとの専門的な相談やサー
ビス利用調整等については，専門性の観点から，身体，知的，精神ごとに，
それぞれの相談支援事業所が引き継いで行い，元気いきがい課および健康づ
くり課にて統括・調整しています。   

 

 

三障害の統合化について 
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８－７ 公平・公正な障害程度区分認定体制の確保 

 障害程度区分認定の訪問調査は，市直営を基本とした調査体制を確立
し，障害のある人の生活実態を反映した調査を実施します。 

 また，障害程度区分認定等審査会においては，１次判定結果と主治医

意見書および訪問調査による特記事項に基づき，公平・公正な審査・判

定を行います。 

 障害程度区分認定調査員および障害程度区分認定等審査会委員には，
研修等を実施し，資質向上を図っていきます。 

 

 

８－８非該当認定者への対応 
 認定の結果「非該当」と認定された方に対しては，地域生活支援事業

等利用できるサービスを紹介していきます。 
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現 行 の 負 担 上 限 額

一 般 世 帯 （市 町 村 民 税 課 税 世 帯 ）

低 所 得 ２（市 町 村 民 税 非 課 税 世 帯 ）

平成１９年４月からの負担上限額

一 般 世 帯 （市 町 村 民 税 課 税 世 帯 ）

（注 ）

①と②を併用して利用している場合は６，１５０円（短期入所の場合は３，７５０円）

平 成 １ ９ 年 ４ 月 か ら 通 所 施 設 ・ 在 宅 サ ー ビ ス 等 の 負 担 軽 減 策 が 変 更 さ れ ま す

高 知 市 独 自 軽 減 に
よる負担上限額

国 が 定 め る 負 担 上 限 額

社 会 福 祉 法 人 軽 減

平成１８年４月～

なし

１２，３００円
(通所施設は７，５００円）

７，５００円
低 所 得 １（市 町 村 民 税 非 課 税 世 帯
であって，本人又は主たる生計維
持者の収入が８０万円以下 )

一 般 世 帯 であって市町村民税所
得 割 １０万円未満世帯

低 所 得 ２（市 町 村 民 税 非 課 税 世 帯 ）

区 分

１５，０００円

国 が 定 め る 負 担 上 限 額

社 会 福 祉 法 人 軽 減

ＮＰＯ等も軽減対象と
なったので廃止

３７，２００円

９，３００円

６，１５０円（注）

１２，４００円

平成１９年４月～

区 分

高 知 市 独 自 軽 減 に
よる負担上限額

平成１８年１０月～

１２，４００円

８，２００円

５，０００円

３７，２００円

２４，６００円

５，０００円

①児童デイサービス，生活介護，自立訓練，就労移行支援，就労継続支援，通所による指定旧法施設
支 援 ，通所による指定障害児施設支援を単独で利用している場合は３，７５０円
② 居 宅 介 護 ，重度訪問介護，行動援護，短期入所，重度障害者等包括支援を単独で利用している場合
は ６，１５０円

８，２００円

３，７５０円
低 所 得 １（市 町 村 民 税 非 課 税 世 帯
であって，本人又は主たる生計維
持者の収入が８０万円以下）

《新しい負担軽減策対象者》
以 下 の 要 件 を す べ て 満 た す 方 が 対 象 と な り ま す 。
① 通 所 施 設 ， 在 宅 サ ー ビ ス 利 用 者
② 「 低 所 得 １ 」 ， 「 低 所 得 ２ 」 ， 「 一 般 世 帯 で あ っ て 世 帯 全 員 の 市 町 村 民
税 の 所 得 割 が 合 計 １ ０ 万 円 未 満 世 帯 」 の い ず れ か １ つ に 該 当
③ 障 害 者 本 人 及 び 主 た る 生 計 維 持 者 の 預 貯 金 額 が 障 害 者 単 身 世 帯 の 場 合 ５
０ ０ 万 円 以 下 又 は 家 族 と 同 居 の 場 合 １ ０ ０ ０ 万 円 以 下
④ 障 害 者 本 人 及 び 生 計 維 持 者 名 義 名 義 の 一 定 の 親 族 が 居 住 す る 固 定 資 産
（ ※ ） 以 外 が な い こ と 。
※ 現 在 ， 利 用 者 や 配 偶 者 ， 子 ど も ， 親 ， 兄 弟 な ど 一 定 の 親 族 が 住 ん で い る
家 屋 又 は 資 産 価 値 が 低 い こ と に よ り 現 実 に 処 分 が 困 難 で あ る と 市 町 村 が 判
断 し た も の 。

国が定める負
担 軽 減 策 の 要
件に該当しない
場 合

第９章 利用者負担の軽減策 

 

９－１ 利用者負担の軽減策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９－２ 施設入所障害児（20 歳未満）の保護者を対象とした負担軽減 

  平成 19 年１月から，障害者施設に入所している 20 歳未満の障害児の
保護者を対象に，保護者負担額（定率負担+食費）のうち従前の応能負担

額と比べて増加した額を軽減します。
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